


 

 

 

 

平成２１年度 

 

公立大学法人福島県立医科大学の業務実績に関する評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年９月 

 

福島県公立大学法人評価委員会 

 

 

 

 



- 1 - 

 

                           

第１ 「全体評価」 

 公立大学法人福島県立医科大学(以下「法人」という。)に係る平成２１事業年度の

業務実績については、法人自らが実施した年度計画の自己評価は２０４項目中１８７

項目について、「Ａ：年度計画を上回って実施している」又は「Ｂ：年度計画を予定

どおりに実施している」であり、次の法人化の特色を生かした運営がされている。 

○ 理事長のリーダーシップによる透明性の高い迅速な意思決定に基づき、組織、

人事、予算などの面での自由度を生かした自主的・自律的な運営 

○ 学外者や専門家の幅広い視野、地域社会のニーズ等を踏まえた特色ある運営 

 

全体として、法人化後４年目となる平成２１年度は、厳しい大学間競争や医療を巡

る様々な社会情勢の中で、理事長のリーダーシップの下、役員会、経営審議会、教育

研究審議会等の各機関や教職員が相互に緊密な連携を図り、医学・看護学の発展への

寄与や県民の保健・医療・福祉の向上などの県民の期待に応えるため、法人を挙げて

中期目標の実現に向け、人材育成や研究、保健医療の提供、地域貢献などに積極的に

取り組み、成果を出しており、高く評価できる。 

なお、一部には取組みが十分でない課題等も見受けられ、今後一層の着実な計画の

実施が求められることから、引き続き教職員が一丸となって御努力いただき、さらな

る成果を上げられるよう期待する。 

 

 

１ 福島県立医科大学 

福島県立医科大学では、豊かな人間性と倫理観を備えた医療人の育成、最新かつ

高度な医学及び看護学の研究などのため、医学研究科への医科学専攻(修士課程)の

設置、医療人以外の外部講師による授業や語学教育の充実、スキルラボ(実践的臨

床教育訓練室)の開設、女性医師支援センターの平成２２年度からの設置に向けた

取組み、知的財産管理活用オフィスの運営、競争的研究資金の新規採択、医療人育

成・支援センターの充実、トランスレーショナル・リサーチ・センターの充実、寄

附講座の開設、国際交流締結校の武漢大学(中国)との相互交流、専門職員の採用、

ホームページの充実等に取り組んでおり、それらのことについて評価できる。 

特に、医学部定員増及び県内推薦枠の拡充の取組みについては、高く評価できる。 

 

２ 大学附属病院    

特定機能病院である大学附属病院(以下「附属病院」という。)では、全人的・統

合的な医療の提供などのため、法人化を機に医学部附属病院から大学附属病院とな

り、既に病院機能評価の認定や都道府県がん診療連携拠点病院の指定を受けている

が、救命救急センター及びドクターヘリの運営、セカンド・オピニオン(別の医師

の意見)外来の運営、臨床腫瘍センターの運営、性差医療センターの運営、リハビ

リテーション業務の全面再開、診療支援部の運営、地域・家庭医療部の運営、地域

連携部の設置、病理診断科の設置、公的医療機関及び民間病院への医師派遣、病床

利用率の向上、一般病棟における７対１看護の実施、副病院長４名体制による運営

など、高度・先進医療、患者の安全管理と患者サービスの向上、地域医療との連携、

安定的かつ効率的な病院経営等に取り組んでおり、それらのことについて評価でき

る。 

また、附属病院となる会津医療センター（仮称）の開設に向けた取組みが進めら

れている。 
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第２ 「項目別評価」 

 

１ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

   

  【評価】「Ⅱ：年度計画をおおむね実施できている」と認められる。 

  

 (1) 教育に関する目標を達成するための措置 

 【評価】「Ⅱ：年度計画をおおむね実施できている」と認められる。 

［平成２１年度で評価できる取組み○(又は検討課題等△)］ 

○ 医学部では、医療人以外の外部講師による講義等を積極的に取り入れるなど、学生

の興味を惹き自ら考えさせるよう、教育内容の充実を図った。 

○ 看護学部では、看護実践能力を高めるために、演習室や実習室でセルフラーニング

ができるように各看護学の科目でプログラムを設定した。 

○ 学士課程については、医師など各種国家試験の出題傾向を周知するなど学生の自主

的な学習を支援した。 

○ 大学院課程については、医学研究科ではホームページで専攻の概要、教育課程の特

徴、必須・選択科目の紹介をしたほか、募集要項も掲載し、その中で履修モデルも掲

示するなど広報活動を行い、看護学研究科では理念、アドミッションポリシー（入学

者受入方針）、専門領域紹介、学生募集案内、学生募集要項などについて、ホームペー

ジに掲載するなど積極的な情報提供を行い、大学院の周知に努めた。 

○ 中期目標の数値目標(国家試験の合格率)について、医師国家試験では数値目標を達

成し、看護師国家試験及び保健師国家試験ではわずかに及ばなかった。 

  医師国家試験   実績 96.2%(数値目標 95%、全国平均 89.2%) 

  保健師国家試験  実績 92.3%(数値目標 95%、全国平均 87.8%) 

  看護師国家試験  実績 98.8%(数値目標 100%、全国平均 93.9%) 

○ 医学部の定員増については、国・県と調整を図り、「新医師確保総合対策」に基づ

き１０名増、「緊急医師確保対策」に基づき５名増を行い、平成２０年４月からの定員

を８０名から９５名に１５名増を図った。 

  さらに、「経済財政改革の基本方針２００８」に基づく医学部定員５名の増員によ

り、平成２１年４月から１００名とし、さらには、「経済財政改革の基本方針２００９」

に基づき平成２２年４月から１０５名とした。 

○ 医学部の入学定員増に伴い、推薦入試枠を３０名以内から３５名以内に増員し、県

内枠(２１名程度)、県内特別枠(７名程度)、県外枠(７名程度)を設け、入学試験を実

施した。 

○ 看護学部の推薦入学においては、入試委員会において例年どおり２５名の入学者を

選定し、将来県内の医療機関に勤務し、地域医療に従事しようとする学生の育成を図

った。 

○ 看護学部卒業生の就職については、就職コーナーを学生が利用しやすいよう整備し、

年間を通じて随時就職ガイダンスを実施して、就職率は中期目標の数値目標(就職希望

者の就職率 100%)を達成した。 

○ 医学部においては、平成２１年度より新設した「コミュニケーション論」において

は、医療従事者として患者やスタッフとの円滑なコミュニケーションを図るための基

本的な知識・技能の習得を図ったほか、これまで第３学年の後期にのみ実施していた

「テュートリアル」を第２学年の前期に新設し、尐人数のグループ学習を通じて、自

らの考えを他人に伝える能力の育成を図った。 

○ 看護学部においては、偏りのない知識の獲得や視野を広げるため、「コミュニケー

ション」、「人間の理解」、「心と身体のしくみ」、「社会のシステム」及び「健康と生活・

文化」の５つの側面から、「保健統計学」等人文社会科学分野及び自然科学分野の科目 
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（４０科目）を開講した。 

○ 医学部第１学年の後期において、福島の歴史・文化・産業等について理解を深め、

学生が将来自分の属する地域社会への関心を持ち、魅力ある地域づくりに関わる意識

を醸成することを目的として、「福島学」を新設した。 

○ 後期研修では、大学院生や大学院研究生の併願を認めており、安定した身分で働き

ながら、専門医資格と博士号を同時に取得可能としている。 

○ 定期的なＦＤ（faculty development：教員能力開発）として、医学部、看護学部

ともに研修会を開催するなどして、教育実践能力の向上に努めている。 

○ 学位論文審査の方法については、これまで医学研究科では公開の論文審査（予備審

査会）を行っていたが、さらに客観性・透明性を高めるために、予備審査において学

外評価を本格的に導入した。 

○ 「臨床教授等の称号付与規程」に基づき、医学、医療全般にわたる広い視野と高い

識見、優れた臨床能力及び教育能力を有する者を臨床教授に任命し、指導体制を整備

した。 

○ 教育に必要な施設を充実させるために、医学部総合科学研究棟、看護学部棟及び手

術部に、スキルラボ（実践的臨床教育訓練室）を設置し、授業や実習・研修会等で活

発に活用した。 

○ 医学部、看護学部ともに、学生による授業評価を実施し、教員にその結果を周知し

ている。 

○ 学習相談、助言など学生を支援するため、オフィスアワー（※１）を設定するなど

学生の利便性向上に努めた。 

○ 看護学研究科において、「働きながら」、「育児・介護をしながら」の修学を可能と

する長期履修制度などを採用している。 

△ コンプライアンスの一層の徹底を期待する。 

 

(2) 研究に関する目標を達成するための措置 

 

 【評価】「Ⅱ：年度計画をおおむね実施できている」と認められる。 

［平成２１年度で評価できる取組み○(又は検討課題等△)］ 

○ 外部研究資金によるプロジェクト研究等の推進を目的として、外部資金を財源に雇

用を図る任期付教員制度を活用し、３名の教員を採用し、プロジェクト研究教員は計

７名となった。 

○ 文部科学省及び独立行政法人科学技術振興機構（ＪＳＴ）の地域産学官共同研究拠

点整備事業に大学が提案した個別がん医療用新規抗がん剤・診断薬の創薬を中心とす

る「ふくしま医療－産業リエゾン支援拠点」整備事業が採択されたことから、同研究

施設・設備等の整備について、県・ＪＳＴ等と協議を進めた。 

○ 平成２１年度より、競争的外部資金を多く獲得した教員及び分野を超えたジャーナ

ル（サイエンス、ネイチャー等）に掲載された教員に対し、ベストリサーチャー賞を

授与することとし、学内表彰を行った。 

○ 産学連携窓口として知的財産管理活用オフィスを設置し、学外からの研究等の依頼

に対応できる体制をとっている。 

○ 平成１９年度から引き続きＮＥＤＯのトランスレーショナル・リサーチ関係助成事

業に取り組んだ。 

○ ホームページに研究成果情報・学会等表彰のページを設け、研究成果を公開した。 

○ 産学連携可能な研究について、ホームページの産学連携のページ上に公開した。 

○ 「がん患者の適切な免疫化学療法に関する研究」を研究テーマとして、寄附講座「腫

瘍生体治療学講座」を開設した。 
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(3) 地域貢献に関する目標を達成するための措置 

 

 【評価】「Ⅱ：年度計画をおおむね実施できている」と認められるが、県内の 

医師不足の解消や定着に向けた更なる取組みが求められる。 

［平成２１年度で評価できる取組み○(又は検討課題等△)］ 

○ 県等からの審議会委員等の委嘱依頼に対して、積極的に対応し、平成１８年度と比

較して２０．５％増加した。また、地域医療対策会議や地域医療再生計画検討会議等

に積極的に参加し、本県の地域医療再生計画の内容及び関連事業の実施方法等につい

て協議を行った。 

○ 単位互換を推進するために、大学のホームページに単位互換のページを新たに設け

た。 

○ 他大学との共同研究等を推進するため、県内国公私立大学間による「地域連携推進

ネットワーク」に参画し、他大学や企業との情報交換や相互交流体制を強化して、産

学連携の推進に努めた。 

○ 地域の医師不足解消のため、地域医療支援担当教員１５名、公的病院支援担当教員

３３名、政策医療等支援教員２０名の計６８名の教員により、地域医療の支援を行っ

た。 

○ 知的財産管理活用オフィスが産学連携の窓口となり、学外からの照会などに対応し、

産学連携の推進に努めた。 

○ 専門看護師、認定看護師が県内の医療施設や県看護協会主催の介護研修の講師とし

て、各種分野で貢献した。 

○ 地域医療機関からの医師派遣要望に一元的に対応するため、企画室に地域医療支援

部会を置き、医学部地域医療支援センターを運営し、医師の派遣を行った。 

○ リカレント教育(社会人の学校での再教育)に対応した長期履修制度、聴講生制度に

より大学院で長期履修生等を受け入れており、長期履修制度については、大学院（博

士課程及び修士課程）の学生募集要項や年度初めのガイダンスにおいて、制度の内容

をそれぞれ掲載、説明した。 

△ 県内の医師不足の解消や定着に向けては、県からの医師派遣事業等の実施や地域家

庭でのホームステイ体験による医療実習などが行われているが、更なる取組みが求め

られる。 

 

(4) 国際交流に関する目標を達成するための措置 

 

【評価】「Ⅱ：年度計画をおおむね実施できている」と認められる。 

［平成２１年度で評価できる取組み○(又は検討課題等△)］ 

○ 武漢大学(中国)との国際学術交流協定に基づき、平成２１年度に初めて医学部５年

生２名が約１か月留学するなど、学生間の国際交流を通じて相互理解、信頼関係の醸

成に努めた。 

○ 知的財産管理活用オフィスで、海外交流制度を制度化し活用した。 

 

(5) 大学附属病院に関する目標を達成するための措置 

 

【評価】「Ⅱ：年度計画をおおむね実施できている」と認められる。 

［平成２１年度で評価できる取組み○(又は検討課題等△)］ 

○ 性差を考慮したきめ細かい診療提供を目的とし、女性専門外来の機能強化を図るた

め、平成２０年１２月に開設した「性差医療センター」において、外部講師による患

者セミナー、一般市民を対象とした元気アップセミナーなどを実施した。 

○ 精神保健福祉士の資格を有する医療相談員を１名増員して５名体制とし、医療相談 
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業務を強化した。 

○ 平成２０年１月から、県北地方では初めてとなる救命救急センター及び東北では初

めてとなるドクターヘリの運用を行い、平成２１年度のドクターヘリの要請数は 

４７２件で、うち３７１件出動した。 

○ リハビリテーションセンターについては、整備工事完了に伴い、閉鎖していた業務

を平成２１年４月から全面再開し、新たに心大血管疾患リハビリテーションもできる

ようになり、全ての領域にわたるリハビリテーションを提供できる体制を整えた。 

○ 地域の医師等（看護師、その他医療従事者を含む）を対象にしたセミナーを７回開

催した。 

○ 専門看護師は、新たに２名が資格取得し４名となり、認定看護師は、緩和ケア、が

ん化学療法、摂食嚥下、集中ケアの４名が新たに資格取得し院内外で活躍している。 

○ 平成２１年度から、「医療情報部」の組織改編を行い、新たに「地域連携部」を設

け、病病・病診連携事業、退院支援等を専門に行う体制を整備した。 

○ 平成２１年度から、セカンド・オピニオン（別の医師の意見）外来以外に、診断書

等文書作成や病理解剖受託についても、インセンティブを付与し、各診療科に実績に

応じて配分した。 

○ 医療人の養成と生涯にわたる支援などを行う部署として、平成２０年度に設置した

「医療人育成・支援センター」において、「奥会津の医療を知る勉強会」や「医療と

福祉の現場体験実習」など地域住民と直接交流を行う様々な課外プログラムを実施し

た。 

○ ホームステイ型研修を通じてへき地に愛着を持ち、地域医療に貢献できる医師の育

成を図った。 

○ 患者サービスの向上のため、病棟や病院内の諸設備について改修を行い、患者や家

族のアメニティ（快適さ）の向上に努めた。 

○ 外来患者数の増加、病床利用率の向上、平均在院日数の短縮及び手術件数の増加に

より、医療収入の増加に努めている。 

○ 会津医療センター（仮称）の附属化準備委員会の下部組織である診療部会に３つの

作業部会を設置し、外来、中央診療、病棟に係る条件整理を行うなど開設準備を進め

た。 

△ より一層の病床利用率の向上、平均在院日数の短縮が期待されるほか、ＣＴ、ＭＲ

Ｉなどの高額医療機器について、さらなる稼働件数の増加が求められる。 

 

２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置      
【１運営体制の改善 ２教育研究組織の見直し ３人事の適正化 ４事務等の効率化・合理化】 

【評価】「Ⅱ：年度計画をおおむね実施できている」と認められる。 

［平成２１年度で評価できる取組み○(又は検討課題等△)］ 

○ ５名の役員がその担当業務に係る重要課題を責任を持って担当するとともに、相互

に関連する課題には連携して解決に当たった。また、３名の参与は理事長の特命事項

を迅速に処理した。 

○ 育児休暇取得中の看護師等の早期復帰を支援し労働力を確保するため、小学校就学

前の子を長時間にわたり育児可能とする育児短時間勤務制度を平成２０年４月から、

同年１１月から新たに准職員等を対象にした育児休業制度を施行し、その周知を図る

ため、リーフレットを作成し配付した。 

○ 女性医師の就業継続等を支援する大学としての決意を、「女性医師等支援光が丘キ

ックオフレポート」としてとりまとめた。 

○ 平成１９年度に策定した「公立大学法人福島県立医科大学事務職員等固有職員化方 

針」に基づき、法人職員として専門職員を平成２１年４月に採用した。（一般事務３

名、医事事務３名、情報１名） 
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○ 他大学の職員研修実施状況を調査して、法人独自の研修計画を策定し、平成２２年

度から実施することとした。 

○ 職員就業規則の一部を改正し、平成２１年４月から任期付教員の任期制度を導入し

た。 

○ 教員評価結果を研究費の配分や任用等に反映させるインセンティブのあり方につ

いて、企画室が検討を行った。 

○ 福島大学とのコピー用紙の共同購入など他大学と共通性の高い業務について連携

を図った。 

○ 月ごとに設定した事務改善運動のテーマを、学内ネットワークにより周知し、事務

系職員全員で取り組んだ。 

△ 不祥事の未然防止に向けた対応が求められる。 

 

３ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置  
【１外部研究資金その他の自己収入の増加 ２経費の節減 ３資産の運用管理の改善】 

 

【評価】「Ⅱ：年度計画をおおむね実施できている」と認められる。 

［平成２１年度で評価できる取組み○(又は検討課題等△)］ 

○ 窓口で個人負担金限度額制度、公的負担制度の相談に応じ、未収金の発生の抑制に

努めるとともに、収納窓口の時間外延長、クレジットカードによる収納など、収納機

会の多様化を図った。 

○ 外部への委託化が可能な業務について検討を行い、平成２２年度からボイラー管理

業務をほぼ全面委託化することとした。 

○ 時間外消灯の徹底など光熱水費の徹底した進行管理により、経費節減を図った。 

○ 受託研究、共同研究、奨学寄附について、ホームページ（産学連携のページ）に受

け入れ等についての情報を掲載し資金獲得に努め、学内に向けては、競争的資金獲得

のため、各種研究事業募集の情報を学内ＬＡＮを通じて定期的に周知した。 

○ 関係法令に基づき、施設設備の防災項目に関して、随時改修を行うなど安全性の向

上に努めた。 

 

４ 教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価に関

する目標を達成するためにとるべき措置 
【１自己点検評価の実施 ２第三者評価の実施 ３評価結果の活用】 

 

【評価】「Ⅱ：年度計画をおおむね実施できている」と認められる。 

［平成２１年度で評価できる取組み○(又は検討課題等△)］ 

○ 医学部教務委員会において、現行の授業評価システムの見直しを行い、学生が記入

する各科目の自由記載欄について記載できる項目を具体的に明示するなど、平成２１

年度前期の授業から実施した。 

○ 医学部においては、大学を会場として、「テュートリアルコース」と「スキル・ラ

ボコース」の２つのコースを設定し、主に総合科学系科目の教員や教育経験の浅い教

員を対象にＦＤを実施した。 

○ 看護学部においては、講義・演習・実習全ての授業科目を対象に、第１学年から第

４学年にわたる科目の履修学生全員に、「授業評価アンケート」を配付した。 

○ 看護学部において、授業評価の結果活用の実態とそれに対する各教員の意見（授業

評価の活用と授業改善に関するアンケート）を基に、授業評価方法（システム）の改

善に取り組んだ。 

○ 平成２２年度に受審を予定している認証評価の基準及び観点の充足を基本に、ＰＤ 

ＣＡサイクルを基本とする自己点検・自己評価に取り組んだ。 
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○ 教員評価については、平成２０年度の入力内容を両学部教員評価委員会において検

証するとともに、入力マニュアルの改訂及び入力例の作成を行い、入力内容の較差縮

小等、自己点検・評価方法の統一化を図った。 

 

５ 教育及び研究並びに組織及び運営の状況に係る情報の提供に関する目標を達

成するためにとるべき措置 

 

【評価】「Ⅱ：年度計画をおおむね実施できている」と認められる。 

［平成２１年度で評価できる取組み○(又は検討課題等△)］ 

○ 各講座等が管理するホームページの内容について、大学ホームページのトップペー

ジにリンクを貼るなど、各講座の活動状況の見やすさに配慮した。 

○ 教育・研究活動等の成果に関する情報を学外に向けて発信するため、研究者データ

ベースシステムへの研究者の登録とデータ入力を向上させるために、積極的に文書に

よる働きかけを行った。（平成２１年度末には登録率が９７％に達した） 

○ 広報担当職員（非常勤の准職員、出版広報業務経験者）を雇用し、広報業務に従事

させた。 

 

６ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 
【１施設設備の整備・活用等 ２健康管理・安全管理】 

 

【評価】「Ⅱ：年度計画をおおむね実施できている」と認められる。 

［平成２１年度で評価できる取組み○(又は検討課題等△)］ 

○ 定員増に伴い、増員となった年次に入学した学生が進級し、講義・実習に支障のな

いよう年次計画に沿った備品購入や実習室の整備など学習環境の改善・確保を図った。 

○ 県の「基幹災害医療センター」及び「二次被ばく医療機関」としての役割の下、訓

練・研修に参加した。 

○ 医師をはじめ複数の医療職を配置した大学健康管理センターにおいて、職員及び学

生の定期健康診断を実施するとともに、メンタルヘルス活動、健康相談等を随時行っ

た。 

○ 医療人育成・支援センターの臨床心理士の資格を持つ教員が、大学健康管理センタ

ー兼務となり、メンタルヘルスに関する相談業務を行った。 

○ 学生の健康を保持するため、大学健康管理センターだよりを毎月発行し掲示すると

ともに、健康管理情報の提供を行った。 

      

 

※１ オフィスアワー 

教員が各研究室等において、学生の履修相談や授業に関する質問などに応じるた

めに待機している特定の時間のこと 

 

 



公立大学法人福島県立医科大学

項目別
評　価

評 価 に お け る 特 記 事 項

Ａ 8 Ｂ 110 Ｃ 13 Ｄ 0

Ａ 7 Ｂ 47 Ｃ 8 Ｄ 0

Ａ 3 Ｂ 15 Ｃ 1 Ｄ 0

Ａ 3 Ｂ 20 Ｃ 6 Ｄ 0

(２)
教育内容等に関する目標を達
成するための措置

Ⅱ

　医学部の定員増について、５名の増員によ
り、平成２２年４月から１０５名にするとと
もに、入学定員増に伴い推薦入試枠を３０名
以内から３５名以内に増員し、県内枠(２１
名程度)、県外枠(７名程度)に加えて、新た
に県内特別枠（７名程度）を設け、入学試験
を実施したことについて評価できる。

　年度計画どおり概ね順調に実施した。
　スキル・ラボラトリーを開設し、件数で２６０件、利用者は延べ
２３１４名と高い利用実績であった。また、課外でシミュレーター
を用いた静脈採血講習会を開催した。
　医学部推薦入学については、平成22年度推薦入試から福島県の医
療向上を目指す地域に根ざした医療人を育成するため、新たに「県
内特別枠」を設け、修学資金を貸与し、将来県内の公的医療機関に
勤務し、地域医療に従事しようとする学生の募集を行った。

1
教育に関する目標を達成する
ための措置

Ⅱ
　年度計画どおり概ね順調に実施した。

(１)
教育の成果に関する目標を達
成するための措置

Ⅱ

　中期目標の数値目標(国家試験の合格率)に
ついて、医師国家試験では数値目標を達成し
たことについて評価できる。保健師国家試
験、看護師国家試験では数値目標にわずかに
及ばなかった。
 医  師　     実績96.2%、合格76/受験79名
　　　　　　　(目標 95%、全国89.2%)
 保健師　　 　実績92.3%　合格84/受験91名
　　　　　　　(目標 95%、全国87.8%)
 看護師　　 　実績98.8%　合格81/受験82名
　　　　　　　(目標100%、全国93.9%)

　年度計画どおり概ね順調に実施した。
　学士課程では、新設した「コミュニケーション論」において、医
療従事者として患者やスタッフとの円滑なコミュニケーションを図
ることのできる基本的な知識・技能の習得を図ったほか、これまで
第３学年の後期にのみ実施していた「テュートリアル」を第２学年
の前期に新設し、少人数のグループ学習を通じて、自らの考えを他
人に伝える能力の育成を図った。
　大学院課程では、学外から講師を招いて、博士・修士両課程とも
必修科目として「大学院セミナー」や「特別講義」を開講し、多分
野にわたる最先端の研究法や知識の習得を図った。

２　項目別評価　総括表

評　　価　　項　　目
公 立 大 学 法 人 自 己 評 価 評 価 委 員 会 評 価

計 画 達 成 の 状 況

第１
大学の教育研究等の質の向上
に関する目標を達成するため
にとるべき措置

Ⅱ
　年度計画どおり概ね順調に実施した。

8



公立大学法人福島県立医科大学

項目別
評　価

評 価 に お け る 特 記 事 項

２　項目別評価　総括表

評　　価　　項　　目
公 立 大 学 法 人 自 己 評 価 評 価 委 員 会 評 価

計 画 達 成 の 状 況

8

Ａ 1 Ｂ 6 Ｃ 0 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 6 Ｃ 1 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 17 Ｃ 1 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 9 Ｃ 1 Ｄ 0

(１)
研究水準及び研究の成果等に
関する目標を達成するための
措置

Ⅱ

　文部科学省及び独立行政法人科学技術振興
機構（ＪＳＴ）の地域産学官共同研究拠点整
備事業に「（仮称）ふくしま医療ｰ産業リエ
ゾン支援拠点」整備事業が採択され、関係機
関と協議を進めたことについて評価できる。

　年度計画を概ね実施した。
　文部科学省及び独立行政法人科学技術振興機構（ＪＳＴ）の地域
産学官共同研究拠点整備事業に本学提案の個別がん医療用新規抗が
ん剤・診断薬の創薬を中心とする「（仮称）ふくしま医療ｰ産業リ
エゾン支援拠点」整備事業が採択されたことから、同研究施設・設
備等の整備について、県・ＪＳＴ等と協議を進めた。

(４)
学生への支援に関する目標を
達成するための措置

Ⅱ

　医学部１・２年生に担任制とオフィスア
ワーを導入し、さらに医学部５・６年生には
基礎医学・社会学系の各講座等の教員が相談
を受ける体制を確立するなど、きめ細かな学
生支援に努めたことについて評価できる。

　年度計画を概ね実施した。
　医学部１・２年生に導入した担任制とオフィスアワー、さらに医
学部５・６年生については基礎上級で配属となった基礎医学・社会
医学系の各講座等の教員が相談を受けるなど、きめ細かい学生支援
を行った。
　特に、メンタル面のサポートが必要な学生については、大学健康
管理センター所属のカウンセラーと連携をしながら対応した。

２
研究に関する目標を達成する
ための措置

Ⅱ

(３)
教育の実施体制等に関する目
標を達成するための措置

Ⅱ

　教育に必要な施設を充実させるために設置
した、スキル・ラボラトリー(実践的臨床教
育訓練室)を開所し、授業・実習において活
用をしたことについて評価できる。

　年度計画どおり順調に実施した。
　臨床の教員に対し、スキル・ラボを活用したシミュレーション教
育の充実についての研修を実施し、教育指導能力の育成に努めた。

年度計画を概ね実施した。

9



公立大学法人福島県立医科大学

項目別
評　価

評 価 に お け る 特 記 事 項

２　項目別評価　総括表

評　　価　　項　　目
公 立 大 学 法 人 自 己 評 価 評 価 委 員 会 評 価

計 画 達 成 の 状 況

8

Ａ 0 Ｂ 8 Ｃ 0 Ｄ 0

Ａ 1 Ｂ 16 Ｃ 1 Ｄ 0

Ａ 1 Ｂ 5 Ｃ 0 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 5 Ｃ 0 Ｄ 0

(２)
地域医療の支援に関する具体
的方策

Ⅱ

　地域の医師不足解消のため、地域医療支援
担当教員１５名、公的病院支援担当教員３３
名、政策医療等支援教員２０名により、地域
医療の支援を行ったことについて評価でき
る。

　年度計画どおり概ね順調に実施した。
　第４学年の「衛生学・公衆衛生学実習」において地域への家庭訪
問等を実施し、保健・医療・福祉の地域スタッフと直接接すること
により、社会医学の調査方法の獲得を図った。

年度計画どおり概ね順調に実施した。

(１)
教育研究における地域社会や
県政との連携・協力に関する
具体的方策

Ⅱ
　県等からの委嘱依頼に積極的に対応し、地
域社会や県との連携・協力を積極的に行った
ことについて評価できる。

　年度計画どおり概ね順調に実施した。
　県等からの各種審議会委員等への委嘱依頼に対し、積極的に対応
した。平成１８年度と比較し、２０．５％増となっている。

(２)
研究実施体制等の整備に関す
る目標を達成するための措置

Ⅱ

　年度計画どおり概ね順調に実施した。
　科学研究費補助金の採択に携わった方や、採択率を向上させた実
績を持つ他大学の関係者等を招聘し、「科学研究費補助金の申請に
係る講演会」を開催するなど外部資金獲得のための環境の整備に努
めた。

３
地域貢献に関する目標を達成
するための措置

Ⅱ

1
0



公立大学法人福島県立医科大学

項目別
評　価

評 価 に お け る 特 記 事 項

２　項目別評価　総括表

評　　価　　項　　目
公 立 大 学 法 人 自 己 評 価 評 価 委 員 会 評 価

計 画 達 成 の 状 況

8

Ａ 0 Ｂ 2 Ｃ 0 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 3 Ｃ 1 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 1 Ｃ 0 Ｄ 0

（５）
地域貢献の評価に関する具体
的方策

Ⅱ
　地域の医療関係者を対象にしたセミナーを
年７回開催するなど、地域の医療人の育成に
貢献したことについては評価できる。

　年度計画どおり概ね順調に実施した。
　地域の医師等（看護師、その他医療従事者を含む）を対象にした
セミナーを７回開催した。また、専門看護技師、認定看護技師が福
島県内の医療施設や福島県看護協会主催の介護研修の講師として各
種分野で貢献した。

(４)
産学官連携の推進に関する具
体的方策

Ⅱ
　年度計画どおり概ね順調に実施した。
　民間企業等との共同研究において、企業から研究員を受け入れる
など人材交流を行った。また、知的財産管理活用オフィスが窓口と
なり、学外からの照会などに対応し、産学連携の推進に努めた。

(３)
地域保健の支援に関する具体
的方策

Ⅱ

　年度計画どおり概ね順調に実施した。
　地域の医師不足解消のため、政策医療等支援教員20人を医学部地
域医療支援センターに配属し、地域医療や救急・災害・周産期・感
染症等の分野に貢献していると認められる民間病院へ派遣した。
　また、県地域医療再生計画に基づき、平成２２年４月から、相双
地域の医療機関に対し、地域医療再生支援教員（１２名）を派遣す
ることとした。
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公立大学法人福島県立医科大学

項目別
評　価

評 価 に お け る 特 記 事 項

２　項目別評価　総括表

評　　価　　項　　目
公 立 大 学 法 人 自 己 評 価 評 価 委 員 会 評 価

計 画 達 成 の 状 況

8

Ａ 0 Ｂ 3 Ｃ 1 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 3 Ｃ 1 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 27 Ｃ 2 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 3 Ｃ 0 Ｄ 0

(１)
1

良質な医療人の育成に関する
具体的方策

Ⅱ
　スキルラボを平成２１年４月から開所し、
卒前から卒後までのシミュレーター教育の充
実を図ったことについて評価できる。

　年度計画どおり順調に実施した。
　４月にスキルラボを開所し、卒前から卒後までのシミュレーター
教育研修の充実を図った。
  また、「福島県立医科大学地域交流事業」を実施し、地域の方々
との交流を通して、福島県の医師として目的意識を持って活躍でき
るよう各種プログラムを実施した。

　年度計画どおり順調に実施した。
　本学５年生２名が約１か月間に亘り中国武漢大学に留学し、教員
のみならず、学生間の国際交流を通じて、相互理解、信頼関係の醸
成に努めた。

５
大学附属病院に関する目標を
達成するための措置

Ⅱ
年度計画どおり順調に実施した。

４
国際交流に関する目標を達成
するための措置

Ⅱ
　年度計画どおり順調に実施した。

(１)

留学生交流、その他諸外国の
大学・研究機関等との教育研
究上の交流に関する具体的方
策

Ⅱ

　国際連携協定に基づき、今年度初めて医学
部生が中国武漢大学へ１ヶ月程度留学するな
ど、学生の海外留学を支援する体制を構築し
たことについて評価できる。
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公立大学法人福島県立医科大学

項目別
評　価

評 価 に お け る 特 記 事 項

２　項目別評価　総括表

評　　価　　項　　目
公 立 大 学 法 人 自 己 評 価 評 価 委 員 会 評 価

計 画 達 成 の 状 況

8

Ａ 0 Ｂ 6 Ｃ 0 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 3 Ｃ 1 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 7 Ｃ 1 Ｄ 0

(３)
患者の安全管理と患者サービ
スの向上に関する具体的方策

Ⅱ

　患者やその家族から寄せられる意見等を把
握し、対応を検討するために、平成２１年７
月から「患者退院時アンケート」を実施し、
集計結果について各合同委員会や各部署に
フィードバックしたことについて評価でき
る。

　年度計画どおり概ね順調に実施した。

　患者及び家族からの意見を部長会、副部長・看護師長合同会議で
周知するとともに、記名があるものについては、本人宛に病院長か
ら回答を送付した。また、サービス内容の改善要望については、で
きるところから早期に取り組み、患者の安全管理と患者サービスの
向上を図った。

(２)
高度で先進的な良質な医療の
提供に関する具体的方策

Ⅱ

　三次救急医療機関として、厚生労働省によ
る充実段階評価において、Ａ評価となり、２
月から救命救急入院料に加算額を取ることが
できるようになったことについて評価でき
る。

　年度計画どおり順調に実施した。
　ドクターヘリ症例検討会を県内５方部で開催するなど、関係機関
との連携を強化した。
　「救命救急センター運営連絡会議」を立ち上げ、救命救急セン
ターの運営に関する事項や院内の連携体制に関する事項を検討し
た。

(１)
2

高度で先進的な医療の研究・
開発とＥＢＭ（根拠に基づく
医療）の推進に関する具体的
方策

Ⅱ

　平成２１年５月から、臨床データの有効活
用を図りＥＢＭの推進を図る手段の一つとし
て新システムを稼働させ、データの検索など
の機能を充実させたことについて評価でき
る。

　年度計画どおり順調に実施した。
　５月にデータ検索などの機能を充実させた新しい総合医療システ
ムを稼働させ、ＥＢＭの推進等臨床データの有効利用を図った。
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公立大学法人福島県立医科大学

項目別
評　価

評 価 に お け る 特 記 事 項

２　項目別評価　総括表

評　　価　　項　　目
公 立 大 学 法 人 自 己 評 価 評 価 委 員 会 評 価

計 画 達 成 の 状 況

8

Ａ 0 Ｂ 3 Ｃ 0 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 4 Ｃ 0 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 1 Ｃ 0 Ｄ 0

（６）
会津医療センター（仮称）に
関する具体的方策

Ⅱ

　年度計画どおり順調に実施した。
　会津医療センター（仮称）附属化準備委員会の下部組織である診
療部会に3つの作業部会を設置し、外来、中央診療、病棟に係る条
件整理を行った。また、管理運営制度部会及び教育・研究部会が担
当する区域について条件整理を行い、実施設計案を固めた。

（５）
安定的かつ効率的な病院経営
に関する具体的方策

Ⅱ

　特定機能病院の機能充実を実現するため、
平成２１年度から「医療情報部」の組織改編
を行い、新たに「医療連携部」を設け、病
病・病診連携事業、退院支援等を専門的に行
う体制を整備したことについて評価できる。

　年度計画どおり順調に実施した。
　「医療情報部」の組織改編を行い、新たに「地域連携部」を設
け、病病・病診連携事業、退院支援等を専門的に行う体制を整備し
た

(４)
地域と連携に関する具体的方
策

Ⅱ

　都道府県がん診療連携拠点病院として高度
な医療提供等を行うとともに、「福島県がん
診療連携協議会」を開催し、地域がん診療連
携拠点病院と連携を図ったことについて評価
できる。

　年度計画どおり順調に実施した。

　事前診療予約の迅速処理、受診報告はがきによる報告の徹底、退
院調整カンファレンスを実施するなど病病・病診連携システムの充
実を図った。
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公立大学法人福島県立医科大学

項目別
評　価

評 価 に お け る 特 記 事 項

２　項目別評価　総括表

評　　価　　項　　目
公 立 大 学 法 人 自 己 評 価 評 価 委 員 会 評 価

計 画 達 成 の 状 況

8

Ａ 3 Ｂ 29 Ｃ 3 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 5 Ｃ 2 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 4 Ｃ 0 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 1 Ｃ 2 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 6 Ｃ 0 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 6 Ｃ 0 Ｄ 0

(１)
教育研究組織の編成・見直し
のシステムに関する具体的方
策

Ⅱ

　教育研究体制の強化のため、教育研究組織
の尾見直しを行い、平成２２年度から附属病
院救急科、輸血・移植免疫部、地域・家庭医
療部を講座化したことは評価できる。

　年度計画どおり順調に実施した。
　教育研究体制の強化を図るため、平成２２年度から附属病院救急
科、輸血・移植免疫部、地域・家庭医療部を講座化するなど教育研
究組織の編成・見直しに努めた。

(２)
全学的視点からの戦略的な学
内資源配分に関する具体的方
策

Ⅲ

　年度計画どおり順調に実施した。
　「発展研究」、「育成研究」、「奨励研究」の各事業を新たに設
け、次世代を担う研究に発展しうる研究の育成に努めるとともに、
海外で開催される学会に発表者として参加する大学院生への補助を
設け、国際的な競争力を持つ若手研究者の育成に努めた。

２
教育研究組織の見直しに関す
る目標を達成するための措置

Ⅱ
　年度計画どおり順調に実施した。

１
運営体制の改善に関する目標
を達成するための措置

Ⅱ
年度計画どおり順調に実施した。

(１)
効果的な組織運営に関する具
体的方策

Ⅱ
　理事長の補佐体制が強化されたことについ
て評価できる。

  年度計画どおり順調に実施した。
  理事長のリーダーシップを強化するため、２０年度から設置され
た３名の参与は、理事長の特命事項を迅速に処理した。
  新設の法人経営室は、役員や参与をサポートしながら、課題解決
等に当たることで理事長の活動を支援した。

第２
業務運営の改善及び効率化に
関する目標を達成するために
とるべき措置

Ⅱ
年度計画どおり概ね順調に実施した。

1
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公立大学法人福島県立医科大学

項目別
評　価

評 価 に お け る 特 記 事 項

２　項目別評価　総括表

評　　価　　項　　目
公 立 大 学 法 人 自 己 評 価 評 価 委 員 会 評 価

計 画 達 成 の 状 況

8

Ａ 2 Ｂ 10 Ｃ 1 Ｄ 0

Ａ 2 Ｂ 7 Ｃ 1 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 3 Ｃ 0 Ｄ 0

Ａ 1 Ｂ 8 Ｃ 0 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 4 Ｃ 0 Ｄ 0

Ａ 1 Ｂ 4 Ｃ 0 Ｄ 0

(２)
事務等の効率化に関する具体
的方策

Ⅱ
　福島大学との共同購入や外部委託可能な業
務について検討するなど、事務の効率化を推
進したことについて評価できる。

年度計画どおり順調に実施した。
大学連携の一環として福島大学との共同購入を行うなど事務の効率
化を推進した。

４
事務等の効率化・合理化に関
する目標を達成するための措
置

Ⅱ
年度計画どおり順調に実施した。

(１)
事務組織の機能・編成の見直
しに関する具体的方策

Ⅱ
　事務組織の再編について検証を行い、平成
２２年度組織改正の中で修正を行ったことに
ついて評価できる。

　年度計画どおり順調に実施した。
　医療人育成・支援センターの事業拡充に伴い、病院経営課に副課
長（業務）の職を新設した。また、企画財務課の課内室を設け、産
学官連携事業に係る県との連携体制を強化した。
  さらに、事務の一元化のため、事務部長が事務局次長（業務担
当）を兼務することとし、事務部職員を事務局兼務とした。

(１)
人材の確保に関する具体的方
策

Ⅱ

　平成２１年４月から任期付教員の制度を開
始したり、会津医療センターの開設に向け、
定年を設けない有期雇用制度による医師の確
保について検討するなど、優れた人材確保の
ための取組みを行ったことについて評価でき
る。

　年度計画を一部上回って順調に実施した。
　職員就業規則の一部を改正し、平成２１年４月から任期付教員の
制度を開始した。
　会津医療センターの開設に向け、定年を設けない有期雇用制度に
よる医師の確保について検討した。

(２)
非公務員型を生かした柔軟か
つ多様な人事システムの構築
に関する具体的方策

Ⅱ
　年度計画どおり順調に実施した。
　他大学で実施している人事評価制度についての調査を実施し、
「能力評価制度」、「業績評価制度」、「業績に対するインセン
ティブの導入」を柱とした新たな人事評価制度素案を策定した。

３
教職員の人事の適正化に関す
る目標を達成するための措置

Ⅱ
　年度計画を一部上回って順調に実施した。

1
6



公立大学法人福島県立医科大学

項目別
評　価

評 価 に お け る 特 記 事 項

２　項目別評価　総括表

評　　価　　項　　目
公 立 大 学 法 人 自 己 評 価 評 価 委 員 会 評 価

計 画 達 成 の 状 況

8

Ａ 0 Ｂ 14 Ｃ 0 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 7 Ｃ 0 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 5 Ｃ 0 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 2 Ｃ 0 Ｄ 0

２
経費の節減に関する目標を達
成するための措置

Ⅱ
　光熱水費の徹底した進行管理により経費節
減を図ったことについて評価できる。

　年度計画を概ね実施した。
　コピー用紙の削減、時間外消灯の徹底、酷暑期間中の軽装、ボイ
ラー熱源について重油単価の動向を勘案しながら、部分的に都市ガ
スを用いる等、経費節減に取り組んだ。

３
資産の運用管理の改善に関す
る目標を達成するための措置

Ⅱ
　年度計画どおり概ね順調に実施した。
　施設の利用状況の確認や利用申込みについて、イントラネットの
施設予約機能に統合したシステムを構築し、施設、設備の効率的な
利用を図った。

第３
財務内容の改善に関する目標
を達成するためにとるべき措
置

Ⅱ
　年度計画どおり順調に実施した。

１
外部研究資金その他の自己収
入の増加に関する目標を達成
するための措置

Ⅱ

　年度計画どおり順調に実施した。
　科学研究費補助金の採択に携わった者や、採択率を向上させた実
績を持つ他大学の関係者等を講師として「科学研究費補助金の申請
に係る講演会」を開催し、外部資金獲得についての体制整備に努め
た。
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公立大学法人福島県立医科大学

項目別
評　価

評 価 に お け る 特 記 事 項

２　項目別評価　総括表

評　　価　　項　　目
公 立 大 学 法 人 自 己 評 価 評 価 委 員 会 評 価

計 画 達 成 の 状 況

8

Ａ 1 Ｂ 9 Ｃ 1 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 5 Ｃ 0 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 2 Ｃ 0 Ｄ 0

Ａ 1 Ｂ 2 Ｃ 1 Ｄ 0

２
第三者評価の実施に関する具
体的方策

Ⅱ
　年度計画どおり概ね順調に実施した。
　認証評価のための自己点検・評価報告書の作成体制を整理し、Ｐ
ＤＣＡサイクルを基本とする自己点検・自己評価に取り組んだ。

３
評価結果の活用に関する具体
的方策

Ⅱ

　教育の質の向上のため、教育に関する研修
会として、平成２１年９月に、主に総合科学
科目の教員や教育経験の浅い教員を対象に
「チュートリアルコース」と「スキルラボ
コース」の二つのコースを設定し、教育につ
いての理解を深めたことについて評価でき
る。

　年度計画を概ね実施した。
　両学部において、教員の教育力向上を目指した研修会を定期的に
開催するなど教育組織の改善に努めた。

第４

教育及び研究並びに組織及び
運営の状況について自ら行う
点検及び評価に関する目標を
達成するためにとるべき措置

Ⅱ
　年度計画を概ね実施した。

１
自己点検・評価の実施に関す
る具体的方策

Ⅱ

　現行の授業評価システムの見直しを行い、
特に評価項目の自由記述項目について具体的
に明記することができるようにするなどの改
善を図り、平成２２年度前期から実施するこ
ととしたことについて評価できる。

　年度計画どおり概ね順調に実施した。
　法人評価については、法人内部組織である企画室において、年度
計画の四半期ごとの実績を各部局から報告させるなど進行管理に努
めた。
　認証評価については、評価室の下に専門部会を設置し、「独立行
政法人大学評価・学位授与機構」の大学評価基準に基づく担当部局
の整理を行うなど点検に努め、部会案を作成した。1
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公立大学法人福島県立医科大学

項目別
評　価

評 価 に お け る 特 記 事 項

２　項目別評価　総括表

評　　価　　項　　目
公 立 大 学 法 人 自 己 評 価 評 価 委 員 会 評 価

計 画 達 成 の 状 況

8

Ａ 0 Ｂ 4 Ｃ 0 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 4 Ｃ 0 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 9 Ｃ 0 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 3 Ｃ 0 Ｄ 0

Ａ 0 Ｂ 6 Ｃ 0 Ｄ 0

Ａ 12 Ｂ 175 Ｃ 17 Ｄ 0 Ⅱ第１～第６（計２０４項目）

２
健康管理・安全管理に関する
目標を達成するための措置

Ⅱ

　医療人育成・支援センターの臨床心理士の
資格を持つ教員が、大学健康管理センター兼
務となり、メンタルヘルスに関する相談業務
を、平成２１年度より行ったことについて評
価できる。

　年度計画どおり概ね順調に実施した。
　２１年度より医療人育成・支援センターの臨床心理士の資格を持
つ教員が大学健康管理センター職員を兼務とし、メンタルヘルスに
関する相談業務を行い、学生等の健康管理の充実に努めた。

第６
その他業務運営に関する重要
目標を達成するためにとるべ
き措置

Ⅱ
　年度計画どおり概ね順調に実施した。

１
施設設備の整備・活用等に関
する目標を達成するための具
体的方策

Ⅱ　年度計画どおり概ね順調に実施した。
　ユニバーサルデザインを取り入れた内視鏡室等の外来再編事業を
実施するなど人に優しい施設整備に努めた。

第５

教育及び研究並びに組織及び
運営の状況に係る情報の提供
に関する目標を達成するため
の措置

Ⅱ
　年度計画どおり順調に実施した。

１
大学情報の積極的な公開・提
供及び広報に関する具体的方
策

Ⅱ

　附属病院の診療に係る情報提供の一環とし
て、ドクターヘリのホームページを平成２１
年６月にリニューアルするなど、内容の充実
に努めたことについて評価できる。

　年度計画どおり順調に実施した。
　ドクターヘリのホームページのリニューアルを行うなど大学ホー
ムページの情報を随時更新し、内容の充実に努めた。

1
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　　Ⅲ・・年度計画を十分に実施できていない
　　Ⅳ・・年度計画を実施できていない

　　Ｂ・・年度計画を予定どおりに実施している（達成度がおおむね９０％以上）

　　Ⅰ・・年度計画を十分に実施できている
　　Ⅱ・・年度計画をおおむね実施できている

注１：自己評価の考え方

注２：評価委員会の評価の考え方

　　Ａ・・年度計画を上回って実施している

　　Ｃ・・年度計画を下回って実施している（達成度がおおむね６０％以上９０％未満）
　　Ｄ・・年度計画を大幅に下回っている、または実施していない（達成度が６０％未満）
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